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１．はじめに 

 「持続可能な消費と生産」は 2015年に公表された持続可能社会構築を目指す目標の 1つ

（Goal 12）である．このゴール 12は“Sustainable consumption and production is about 

promoting resource and energy efficiency, sustainable infrastructure, and providing 

access to basic services, …and a better quality of life for all…”1 )と解説されて

いる．本稿では，消費のシステムを支えるインフラストラクチャーに焦点をあて，ライフ

スタイル変換とインフラストラクチャー整備との相互関連について議論する．数あるイン

フラストラクチャーの中でも，ライフスタイルと密接に関連し，かつ環境への影響が大き

いモビリティに焦点をあて，社会技術トランジション・システム理論および社会慣習理論

を援用しての分析を試みる．  

 

２．分析方法 

 なぜモビリティなのか，また非常に広いモビリティ分野のどこに具体的に焦点をあてる

のか．先に述べたように環境へのインパクトが大きいこと（温室効果ガスの排出割合が高

い上に，減少する傾向が見いだせないこと），人々のライフスタイルと密接に関連している

こと，同時に水素エネルギーなど新しい技術の利用が急速に展開していること，これまで

個別に議論されてきた要素を統合する新しいシステムの動き (MaaS など)があることなど，

社会技術トランジション・システム理論の観点から見ても非常に興味深い動きが見られる

ためである．社会技術トランジション・システム理論と社会慣習理論についてはそれぞれ

2019年，2014年にレビュー論文が出版されているので，それらを手がかりに紹介するとと

もに，本課題へのアプローチについてのべる．Koeler ら 2）によれば，社会技術トランジシ

ョン・システム理論では，社会のメソレベルの社会技術の変化をみることで社会の変化を

記述する．一方，社会慣習理論 3）（Social Practice Theory）は，場所 (site)と時間 (time),

提供される際の制度やインフラとの関係で構築される人々と周囲の社会的相互関係で
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ある．つまり，社会のメゾレベルを対象として，一方は技術と社会のシステムを議論

し，一方は技術が提供する社会のインフラと人々の相互関係を議論するという意味で，

ライフスタイルとそれを支えるインフラの仕組み，そして新しい技術がインフラを変

えていくときの人々の新たな関係構築を議論することが可能な議論の組合せとなる．  

図は，社会技術トランジション・シ

ステム理論を図示したものである 4）． 

 

３．分析結果 

Geels ら 5)の Reconfiguration(再

構成)議論を援用し，ライフスタイル

の再配置とモビリティに要求される

変化をまとめたものが下の表である．

脱炭素社会という観点から，モビリ

ティ分野に求められる原則を検討す

ると，第一段階として「エネルギー

源の脱炭素化」があげられ，それは

例えば水素自動車に代表される．第二段階としてシステム自体の変化であり，脱炭素車を

もちいてのシェアリング・システムや，高齢化社会に対応したマイクロトランジットであ

る．さらに，自動車，鉄道などの枠を越えたシステムの変化として MaaS があげられる．  

 

４．結論 

本稿では社会技術トランジショ

ン・システム理論と社会慣習理論を

用いてモビリティ分野の「再構成」

について議論を試みた．これまでの

個別の移動モードごとの議論，また個人の行動変容の議論を越えた議論が必要であるため

である．2段階の再構成を提案し，今後の個別の研究展開の位置付けを行うことができた． 
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